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今こそ自給飼料を増産しましょう

１ はじめに

北海道は恵まれた土地資源を背景に、全国の粗飼

料生産の約６割を占めるなど、我が国の飼料生産に

おいても大きな役割を担っておりますが、北海道に

おける飼料生産の現状を見ると、飼料作物の作付面

積、単収の伸び悩み、労働力不足、購入飼料への依

存傾向が強まっていることなどから、生産は横ばい

ないしは減少傾向で推移しており、飼料生産基盤の

強化が喫緊の課題となっています。

また、最近の酪農・畜産を巡る情勢の中で特に注

目を集めているのが、平成１８年秋以降の配合飼料価

格の高騰であります。飼料業界や専門家からは、米

国においてとうもろこしに対するバイオエタノール

生産原料向け需要が増大していることや、豪州の干

ばつによるとうもろこし生産量の減少などが主たる

要因と言われています。

しかも、この価格高騰は作柄不良などの一時的要

因によるものではなく、新たな需要が生じたことに

よる構造的なものであり、今後の作付動向や価格動

向を注視していくことが必要となっています。

このような状況の中で、道内の関係機関・団体と

共に、飼料増産対策に取り組んでいるところであ

り、ここではその主要な取組み内容について紹介し

ます。

２ 自給粗飼料生産の現状

北海道における飼料作物の作付面積は、昭和４０年

代から５０年代にかけて草地開発や畑・転作田等の既

耕地への作付拡大等により増加しましたが、近年は

生産農家の減少などからその面積は横ばいないし若

干の減少傾向で推移しており、平成１８年の作付面積

は、牧草が５６万５千ヘクタール、飼料用とうもろこ

しが３万６千ヘクタールとなっております。

また単位面積当たり収量も、草地更新の遅れや飼

料用とうもろこしの作付減少等により、横ばい傾向

で推移しております。

表１ 飼料作物の作付状況の推移（北海道）

区 分 １２年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年
作付面積（千ha） ６１３ ６１０ ６１１ ６０７ ６０３ ６０１
うち牧草 ５７６ ５７３ ５７３ ５７０ ５６７ ５６５
うち青刈トウモロコシ ３７ ３７ ３７ ３７ ３６ ３６
ha当り収量（トン） ３６．８ ３５．０ ３３．８ ３６．７ ３５．６ ３５．１
うち牧草 ３５．７ ３３．９ ３２．７ ３５．５ ３４．４ ３４．１
うち青刈トウモロコシ ５４．５ ５２．３ ５１．５ ５５．１ ５４．１ ５０．７
生 産 量（千トン） ２２，５６７２１，３２７２０，６４４２２，２７０２１，４４０２１，０７５
大家畜頭数（千頭） １，２８０ １，２９２ １，３０４ １，３１０ １，３０５ １，３２３
作付面積／大家畜頭数（ha） ０．４８ ０．４７ ０．４７ ０．４６ ０．４６ ０．４５

資料：農林水産省「作物統計」、「畜産統計」
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３ 粗飼料増産に向けた取り組み方向

� 計画的な草地更新

牧草地は、播種後年数を経過するにつれて収量が

低下するとともに、裸地化や雑草の侵入が目立つよ

うになり、計画的な草地更新が必要ですが、近年の

道内における草地更新率は、年４％程度で推移して

います。草地の生産性を向上させるために、各生産

者が草地の肥培管理に高い意識を持ち、実践するこ

とがきわめて重要です。

草地更新のためには、補助事業等を活用した計画

的な取組みの他に、道の農業試験場で確立した不耕

起による簡易更新、あるいは、地域のコントラクター

組織への委託など多様な方法があり、個々の生産者

の状況に応じ最適な方法を選択し、草地の植生の維

持・改善に努めることが重要です。

� 飼料用とうもろこしの作付け拡大

とうもろこし栽培の限界地帯である根釧・道北地

域では、積算温度が不足するなどの立地条件から、

今まで安定的な生産のためにマルチ栽培などにより

とうもろこしの作付を行ってきたところですが、近

年、この地域でもマルチなしで栽培が可能な極早生

の優良品種が開発されたことなどから、今後一層の

作付拡大が見込まれる状況にあります。

新しく作付を行うに当たっては、コントラクター

組織の活用やTMRセンターを核として計画的な作

付などにより、機械経費の負担が大きくならないよ

うに注意することも必要です。

また国において畜産物価格等の関連対策の一環と

して、平成１９年度から草地更新に併せて、とうもろ

こしを導入する場合に助成制度（国産飼料資源活用

促進総合対策）が措置されたことから、本事業の積

極的な活用により根釧・道北地域だけでなく、全道

において草地更新の推進やとうもろこしの作付拡大

による自給粗飼料の増産が大きく進展すると見込ま

れています。

さらに、畑作地帯においては栽培条件に合わせ

て、省力的な不耕起栽培や簡易耕栽培などの活用も

必要と思われます。

� 放牧の推進

放牧は、北海道の恵まれた自給飼料基盤を活用し

た自然循環型畜産の基本であり、北海道の畜産物に

対する安全・安心なイメージの原点でもあります。

また、経営の省力化によるゆとりある経営の実

現、生産コスト低減による経営体質の強化、ふん尿

の適切な土壌還元などの観点からも、地域の土地条

件や自然条件などに応じた様々な形態の放牧を推進

することが重要です。

表２ 草地整備等改良面積の推移

区 分 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年
草 地 面 積（ha） ５７４，７００ ５７３，４００ ５７３，６００ ５７０，１００ ５６７，５００
草地整備面積計（ha） ２５，３０８ ２２，１７９ ２１，８５０ １９，０５２ ２３，７８８

自力更新面積 １０，６０７ １０，１９５ １０，１９９ １０，８４６ １１，８６０
うち簡易更新面積 ２，４５７ ２，１７１ １，９１０ １，７２１ １，６４７
整備改良面積 １４，７０１ １１，９８４ １１，６５１ ８，２０６ １１，９２８

更 新 率 （％） ４．４ ３．９ ３．８ ３．３ ４．２

資料：北海道畜産振興課・農地整備課調べ

表３ 道北及び根釧地域向けの北海道優良品種

熟期区分 品 種 栽培適地 備考（優良品種決定年次）
早の早 デュカス 道北及び根釧地域 平成１８年
早の早 ぱぴりか 根釧地域 平成１７年
早の早 エマ 道北及び根釧地域 昭和６１年
資料：北海道畜産振興課「北海道牧草・飼料作物優良品種一覧」

表４ 道北及び根釧地域における飼料用とうもろこしの作付面積（単位：ha）

年 14 15 16 17 18
北海道 ３６，５００ ３７，０００ ３６，６００ ３５，６００ ３５，９００
留 萌 １９１ ２０３ １６１ １６８ ２１１
宗 谷 ７４ ４４ ４７ ３８ ４０
釧 路 ９９５ １，０４０ ９５８ ９３０ ９４６
根 室 ３３５ ３７２ ４４３ ５７９ ７６６

資料：農林水産省「作物統計」

表５ 放牧の実施状況（北海道） （単位：戸、ha、頭）

区 分 平成１６年 １７年
乳用牛 飼養戸数 ８，９９０ ８，７９０

放牧実施戸数（実施率） ４，２９０（４８％） ４，１５０（４７％）
放牧面積 ６７，１００ ５６，８００
放牧頭数 ２３４，０００ ２１１，６００

肉用牛 飼養戸数 ２，８８０ ２，８７０
放牧実施戸数（実施率） １，０９０（３８％） １，２１０（４２％）
放牧面積 ９，１３０ １４，７００
放牧頭数 ３９，３００ ４３，１００

資料：農林水産省「畜産統計」
・飼養戸数は各年２月１日現在
・放牧実施戸数、放牧面積、放牧頭数は過去１年間の実績

図１ 経年変化に伴う収量推移
資料：北海道農政部「牧草生産利用実態調査」
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� コントラクター、TMRセンターの振興

飼料生産作業を請け負うコントラクターは、経営

規模の拡大や高齢化の進展などによる労働力不足な

どを背景に組織数及び受託作業面積が着実に増加し

ており、良質粗飼料の安定生産に大きな役割を果た

しています。

コントラクターについては、機械利用組合を母体

とした運営基盤の弱い組織も多いことなどから、受

託作業の拡大や法人化により運営体制の強化を図

り、中核的な組織として育成していくことが必要と

なっております。

また近年は、地域の酪農家が共同で運営する粗飼

料自給型のTMRセンターの設立が相次いでおり、

飼料の効率的利用や計画的な草地更新、更には生乳

生産において著しい成果を上げており、大きな注目

を集めております。

今後、コントラクター、TMRセンターとも、飼

料増産のみならず、堆肥の処理・利用や草地更新、

更には哺育育成など地域の酪農・畜産経営を支える

サービス事業体として発展していくことが期待され

ております。

� 公共牧場の利用促進

道内の公共牧場は、統廃合により減少傾向で推移

しておりますが、その牧草地面積は、道内の牧草作

付面積の約１１％を占めるなど、コントラクターや

TMRセンターなどとともに酪農・畜産経営を支え

る事業体として、大きな役割を担っております。通

年利用を可能とする舎飼施設を有する公共牧場も各

地にあり、経営の省力化などの観点からも、公共牧

場の積極的利用が重要です。

表６ コントラクター組織の推移 （単位：戸、ha）

年 度 組織数
飼料収穫作業 草地更新 堆肥散布

農家戸数 実面積 延べ面積 面 積 延べ面積
１１ ５３ １，６１９ ３３，３４９ ４４，９４９ ５７５ １１，０６７
１２ ７７ １，８９８ ３７，５４９ ５１，５３６ ５３５ １２，００９
１３ ７９ ２，００３ ４４，８０２ ５７，１７５ ７４８ １７，１００
１４ ９８ ２，３４０ ５２，８９０ ６６，９６７ １，６１５ １６，５４３
１５ １２２ ２，４０１ ５５，６０７ ７８，６８８ ２，４５９ ２１，７４６
１６ １４６ ２，４９１ ５８，９０３ ７７，９６８ ３，６８９ ２６，０５６
１７ １５９ ２，２７６ ６６，１０２ ８５，１５５ ３，９５６ ３６，９４８

資料：北海道畜産振興課調べ

表８ 道内におけるTMRセンターの状況（１８年）

形 態 設立
（平成）

開始
（年、月）

構成員
（戸）

供給家畜頭数
（頭）

飼料作物面積
（ha）

１ 有限会社 ７ ７．１１ ８ ６５０ ０
２ 〃 １０ １０．１０ ９ ５９４ ５１０
３ 〃 １３ １４．６ ８ ５６０ ２７３
４ 〃 １５ １５．７ ６ ７２１ ３００
５ 〃 １４ １５．７ ７ ５６７ ４１７
６ 〃 １３ １５．８ ２１ ２，０３１ １，１０３
７ 農事組合法人 １５ １５．８ ６ ４５５ ３０６
８ 有限会社 １６ １６．８ ９ ５８０ ５８０
９ 任意組合 １７ １７．３ ４ ４８０ １８２
１０ 農 協 営 １７ １７．６ １４ １，３５０ ４９０
１１ 有限会社 １７ １７．７ ５ ５７０ ２４５
１２ 〃 １６ １７．８ ９ １，１１２ ７４０
１３ 〃 １６ １７．８ １９ ９４８ １，２３０
１４ 〃 １７ １７．１２ ５ ４６０ ３６３
１５ 〃 １７ １７．１２ ７ ４８８ ２０５
１６ 農事組合法人 １７ １８．８ １４ ６３０ ６５０
１７ 有限会社 １７ １８．８ １５ １，２８０ ６１７
１８ 〃 １７ １８．８ ４ １８０ １２５
１９ 〃 １７ １８．１０ ６ ４８５ ４３０
２０ 〃 １８ １８．１１ ４ ４５１ ４１１
２１ 〃 １８ １８．１２ １８ １，９１６ １，３００

資料：北海道畜産振興課調べ

表７ 道内におけるコントラクター組織の状況（１７年度）

運 営 主 体 石
狩
渡
島
檜
山
空
知
上
川
留
萌
宗
谷
網
走
胆
振
日
高
十
勝
釧
路
根
室 計

組 織 数 3 4 1 2 20 3 6 28 2 5 27 11 47 159
農 協 2 1 1 6 3 7 5 1 26
営 農 集 団 等 3 1 8 1 7 2 1 3 1 31 58
農 事 組 合 法 人 1 2 4 3 10
有 限 会 社 2 1 8 1 3 6 1 10 2 14 48
株 式 会 社 2 1 2 2 1 8
社 団 法 人 ほ か 1 1 4 2 1 9

資料：北海道畜産振興課調べ

表９ 公共牧場の所有者別、管理運営主体別の推移

区 分
牧 場 数 牧草地

面 積
（ha）

利用家畜頭数
管 理 主 体 経 営 形 態

放牧 計 舎飼 計
市町村営 農協営 その他 計 夏期利用 周年利用

Ｓ６０ １４４ １６２ ６４ ３７０ ２９３ ５９ ５６，２１１ １１０，２８５ １４，４０２
Ｈ８ １１２ １４８ ８７ ３４７ ２９８ ４９ ６５，３７９ １０１，７７２ ２１，６０４
１１ １０３ １４６ ６８ ３１７ ２４５ ５３ ６４，１６７ ９５，８６６ ２４，７７２
１２ ９７ １４２ ６４ ３０３ ２２９ ５１ ６４，２４７ ９２，３８４ ２５，６３５
１３ ９７ １３４ ６３ ２９４ ２１７ ５４ ６３，４６６ ９３，４０９ ２８，４１８
１４ ９３ １２４ ７０ ２８７ １７８ ５１ ６３，３０１ ９２，１８２ ３２，２７１
１５ ９２ １２１ ７０ ２８３ １７２ ５０ ６３，０５３ ９４，９９５ ３２，９５８
１６ ９３ １１７ ６９ ２７９ ２０４ ５１ ６２，３５８ １０１，６８４ ３５，１０４
１７ ８７ １１８ ７０ ２７５ ２０５ ４５ ６１，１９４ ９４，９３１ ３７，６８２

資料：北海道農地整備課、畜産振興課調べ
（注）１ 「市町村営」には一部事務組合営を、「農協営」には農業協同組合連合会営を含む。

２ 利用家畜頭数は、「放牧」については７月１日現在、「舎飼」については１月１日現在の頭数。（ただし、平成２年までは、２月１日現在の頭数。）

３
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� 稲発酵粗飼料の生産・利用拡大

道内においては、現在４市町で稲発酵粗飼料の生

産が行われています。主に地域内の畜産農家への試

験供給的な取組みとして行われてきましたが、稲作

農家にとっては水田をそのまま活用できるという利

点もあります。

現在のところ、北海道向けの稲発酵粗飼料専用品

種は開発されていませんが、細断型ロールベーラー

を活用し本格的な生産を行っている事例もあること

から、今後は、こうした取組みなどを参考として、

生産組織（稲作農家）と供給先（畜産農家）とが、

お互いに顔の見える範囲で密接に連携しながら取組

み可能な地域を中心に推進することが必要です。

� 稲わらの利用拡大

平成１２年の口蹄疫発生以降、関係者が一体となっ

て道産稲わらの飼料利用拡大に取り組んだ結果、稲

わら生産組織を中心として、稲わらの飼料仕向量は

着実に増加しており、平成１７年産では４年前の１．６

倍の１０千トンが飼料として利用されています。道内

は、酪農・畜産の主産地と稲作主産地が離れてお

り、稲わらの利用に当たって輸送コストがかかるこ

とや、畜産農家の需要が稲わら生産者に直接伝わら

ないなどの問題点もありますが、今後も稲わらの生

産組織の育成と肉用牛農家の稲わらに対する需給情

報の提供により、安全な道産稲わらの利用拡大に努

めていくこととしております。

なお、中国産稲わらは中国国内で口蹄疫が発生し

たことなどから、平成１７年５月から輸入停止となっ

ております。

� 有機性資源の活用促進

道内で発生し安定供給が可能な有機性資源のうち

ビートパルプ、ふすま、規格外小麦などはほぼ全量

が濃厚飼料原料として利用されています。澱粉粕

は、飼料化技術や給与技術の確立と定着に向けて試

験研究や実証試験等が行われており、有望な有機性

資源の一つとなっております。

将来的には、バイオエタノール発酵残渣のDDGS

の飼料利用の可能性についても調査検討を進めるこ

とが必要です。

また、根釧農業試験場では、平成１８年に「草地酪

農における道産飼料１００％の乳牛飼養法」を取りま

とめました。この技術は、牧草サイレージや放牧草

などの自給飼料を基本に、規格外小麦、ビートパル

プ、ふすま、こめぬかなどの地域資源を濃厚飼料と

して最大限に活用して、北海道産の飼料のみで乳牛

を飼養する方法です。目標とする乳量水準が８，０００

㎏台であることや、規格外小麦やふすま等の確保の

問題もあり、北海道全域で一律に普及させることは

困難なものがありますが、地域性も考慮しながら普

及に努めることとしています。

４ おわりに

冒頭で述べたように配合飼料価格が高騰してお

り、これは一時的なものではなく構造的なものとい

われております。

このようなときにあってこそ、自給粗飼料に立脚

した酪農・畜産の確立に向けて、粗飼料生産を見直

す時に来ていると思います。

自給粗飼料の生産拡大のためには、草地の計画的

な更新、飼料用とうもろこしの作付拡大など地道な

取り組みが必要ですが、このための各種の助成制度

が措置されておりますので、「今こそ、自給粗飼料

の増産」をもう一度考えてみる必要があると思いま

す。（筆者は、６月１日付けで、農政部農村振興局農村計画

課（草地計画担当）主幹に異動。）

表１０ 平成１８年稲発酵粗飼料の作付面積

市 町 村 作付面積（ha）
深 川 市 １．２
八 雲 市 １９．２
愛 別 町 ２４．２
留 萌 市 ９．５

計 ５４．１

資料：北海道畜産振興課調べ

表１１ 飼料用稲わらの需給動向（北海道） （単位：t、％）

区 分 １３年産 １４年産 １５年産 １６年産 １７年産
道産飼料向け供給量 a ６，３６４ ８，８８６ １０，４８３ １１，２９０ １０，０４９
稲わら輸入量 b ４，７９０ ２，３８８ ６，１５３ ３，３６８ ０
稲わら利用量 c=a+b １１，１５４ １１，２７４ １６，６３６ １４，６５８ １０，０４９
稲わら類利用量 e=c+d ２３，０９５ １８，５０７ ２７，５０７ ２３，１７４ ２６，４２７
稲わら自給率 a/c ５７．１ ７８．８ ６３．０ ７７．０ １００．０

資料：畜産振興課調べ
年産：稲わら年度（１０月～９月）
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